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5 総括 相対価格, 操業度, 実質賃金率の変化の相関関係
結びにかえて
はじめに
本稿は, 前稿 ｢操業度と利潤率, 実質賃金率－2 部門モデルへの拡張と基礎的関係の確定｣
(『日本福祉大学経済論集』 第 23 号, 2001 年) における基礎的分析の結論を踏まえて, 独占部門
と非独占部門からなる 2部門モデル (なお, 生産財部門を独占部門, 消費財部門を非独占部門と


















以上の前提 (ただし, 両部門の投入係数はすべて固定) の上で, 独占価格 (生産財価格) お
よび非独占価格 (消費財価格) は, 以下のように定義される. 但し, 操業度調整が可能であ
るのは独占部門のみであり, 非独占部門では操業度調整は不可能であることが前提されている.
 ……⑤
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を同時に表わしたものが, 図 3 である. 相対価格の上昇は, 第 1
象元に示される線をからへと上にシフトさせると
同時に, 第 2 象元に描かれる線をからへと下にシ
フトさせる.















非独占利潤率には如何なる影響ももたらさない. この関係をまとめて図示すれば, 図 5となる.




















































5 総括 相対価格, 操業度, 実質賃金率の変化の相関関係
第 2節, 第 3 節, 第 4 節の分析をもとに, 相対価格 (独占利潤率と非独占利潤率), 操業度,
実質賃金率の変化の相関関係をまとめてみよう.
相対価格の変化の影響を図示したのが, 図 3である. ここでは, 操業度及び実質賃金率が共に
不変の場合, 相対価格の上昇は, 独占利潤率の上昇, 非独占利潤率の低下を引き起こす関係を見
て取ることが出来る.
次に, 操業度の変化の影響を図示したのが, 図 5である. この図によって, 相対価格及び実質
賃金率が共に不変の場合, 操業度の上昇は, 独占利潤率の上昇をもたらすが, 非独占利潤率には
如何なる影響ももたらさない事が示されている.




























以上の検討から, 操業度の変化という要因を加えた場合, 独占利潤率と非独占利潤率, 相対価
格, 実質賃金率の関係は, 完全操業 (もしくは, 操業度不
変) を前提した場合とは異なった関係が現れてくる.
まず, 操業度不変の場合には, 独占利潤が上昇するため
には, ①相対価格の上昇, もしくは, ②実質賃金率の低下,
を条件とするが, 図 5から判るように, 操業度の上昇は相
対価格および実質賃金率不変の下でも, 独占利潤率の上昇
を可能にすること既に述べた通りである. ところが, 操業
度が上昇する場合には, 独占利潤率, 非独占利潤率, 実質
賃金率の同時的上昇が少なくとも理論的には可能であるこ
とを示している (図 7参照 但し, このためには, 相対
価格の低下がなければならない. 図 7では相対価格引き下
げの影響は破線で示されている).
逆に, 操業度の低下は, 独占利潤率, 非独占利潤率, 実
質賃金率が同時に低下する理論的可能性を含んでいる (図
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